 
墓地等の経営主体については、地方公共団体、宗教法人、公益法人に限られています。

墓地等の新設又は変更に係る許可の基準（墓地、埋葬等に関する法律施行細則第４条）は以下のとおりです。
	墓地
	１　鉄道、国道、県道その他重要な道路又は河川及び海岸から５０ｍ以上、住宅、学校、病院その他の多数人の集合する地から１００ｍ以上離れた場所であること。

２　土地は高燥、かつ、飲料水を汚染するおそれがない場所であること。

３　周囲には塀又は生垣が設けられていること。

４　幅１ｍ以上の通路が設けられていること。

５　雨水等の排水路が設けられていること。

	納骨堂
	１　住宅、学校、病院その他の多数人の集合する地から５０ｍ以上離れた場所であること。

２　出入口は、施錠できる構造であること。

	火葬場
	１　住宅、学校、病院その他の多数人の集合する地から２２０ｍ以上離れた場所であること。

２　周囲には、塀又は生垣が設けられていること。

３　火葬炉には、防臭、防じんの設備等環境保全上支障がない設備が設けられていること。


注1） 墓地の通路幅には、排水溝の幅は含まれない。ただし、蓋等により通行に支障がない場合は通路幅と見なす。
注2） 基準のうち、距離制限に係る項目の距離の測定基点は、申請された敷地の境界線とする。
経営許可までの流れ（新たに墓地・納骨堂・火葬場を経営するとき）
	１．事前協議
	経営者は経営事前協議書（１部）を萩市に提出し事前協議
【事前協議書に添付する書類】

①土地の登記簿の謄本（一筆を分割する場合は分筆後の謄本）
②土地の使用権原を有する書類（申請者が所有権を有しない場合）

（例）土地の借用契約書、使用承諾書等

③付近の見取図

・縮尺を入れること。

・付近の鉄道、河川、道路、住宅、学校、病院等を記入すること。

・５０ｍ、１００ｍの同心円を示すこと

④施設の平面図（墓地の場合は、断面図も添付）

・通路、区画、排水、境界の設備（生垣、塀等）を記載すること

⑤施設の構造設備図面（納骨堂、火葬場の場合）

⑥墓地の管理方法を記載した書面

⑦宗教法人、公益法人にあっては登記簿の謄本もしくは全部事項証
明書

⑧萩市墓地、埋葬等に関する法律施行細則第４条に定める許可の基準に適合することを示す書類（距離制限に抵触する場合は、距離内に所在する施設、住宅の居住者の承諾書）

⑨宗教法人にあっては宗教法人規則及び墓地（又は納骨堂）の経営について審議決定を行った代表役員会の議事録

	２．工事着工
	協議後、事前協議書に申請した内容で工事着工

	３．許可申請
	工事終了後、経営許可申請書（１部）を萩市に提出
【添付書類は事前協議書と同じ】

	４．許可
	経営許可証受領後、経営開始


※事前協議の内容に変更が生じた場合は、事前協議変更申請書を提出してください。
【経営変更許可申請】墓地の区域、納骨堂・火葬場の変更をするとき
1 変更事前協議書の提出
2 変更許可申請書の提出

3 変更許可

【廃止許可申請】墓地・納骨堂・火葬場の廃止をするとき
1 廃止許可申請書の提出

※墓地の廃止に際しては、すべての埋葬骨の改葬が完了した後に申請となる
【変更届】以下の項目を変更したとき
1 墓地等の名称
2 墓地等の経営者の住所または氏名（法人の場合は、主たる事務所の所在地又
は名称もしくは代表者の氏名）
3 墓地等の管理者の住所または氏名
申請書作成に際しての留意事項

1. 申請書には登記された印鑑を使用すること。個人印を代表者印として登記し
ている場合は、印鑑証明を添付すること。

2. 一つの地番の一部の区域を墓地として許可を受けようとする場合は、その区域を分筆すること。

3. 宗教法人が事業型墓地の許可を申請する場合は、宗教法人規則の改正が必要な場合があるので、事前に県学事文書課へ相談すること。

4. 代表役員会の議事録には、申請に係る墓地（納骨堂）の経営決定に関する審議の内容が記載されていることが必要

萩市内で墓地・納骨堂・火葬場を経営するときは、萩市の許可が必要です。








